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   令和２年度教育支援体制整備事業費交付金（幼児教育の質の向上のための緊急 

   環境整備）に係る事業の募集について（照会） 

 教育支援体制整備事業費交付金を活用する事業のうち、教育支援体制整備事業費交付金

（認定こども園設置促進事業）実施要領（以下「実施要領」という。）別紙１に定める「幼

児教育の質の向上のための緊急環境整備」を行う事業を募集しますので、令和２年度に交

付金を活用して事業の実施を希望する場合は、教育支援体制整備事業費交付金（認定こど

も園設置促進事業）交付要綱及び実施要領に基づき、下記のとおり事業計画等を提出する

ようお願いします。 

記 

１ 対象事業 

  幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（教育支援体制整備事業費交付金（認定こ

ども園設置促進事業）実施要領別紙１）のうち、２（１）①の事業 

２ 提出資料 

 (１) 別添１ 令和２年度教育支援体制整備事業費交付金事業計画書 

 (２) 遊具等の見積書及びカタログ等の写し（対象商品が一目で分かるようにしてくだ

さい。） 

３ 提出方法 

  下記担当あて原本１部を郵送するとともに、データを電子メールにより送信してくだ

さい。 

４ 提出期限 

  令和２年11月18日（水）必着 

５ その他 

 (１) 本事業は単年度事業であることから、内示日（令和３年１月中旬予定）以降に着

手し、令和２年度中に確実に完了する事業が対象となります。 

 (２) 原則として、１台につき50万円以上の遊具、１個又は１組につき10万円以上の運

動用具・教具・保健衛生用品が対象となります。事業計画の作成に当たっては、該

当する整備内容のみを計上してください。 

 (３) 設備の購入費用や設置、備え付けに必要な経費は対象となりますが、アスレチッ

ク遊具、野外ステージ等の整備は対象となりません。また、設備の整備に当たり要

する地ならし等の工事経費、既存設備の撤去費用等も対象となりません。 



 

 (４) 国及び県の予算の状況により、希望額どおりの交付とならない場合があるので留

意してください。なお、本年度は保健衛生用品の購入に要する経費が優先的に採択

されます。 

 (５) 事業にかかる実際の所要額を把握するため、カタログに記載された金額だけでな

く、必ず見積書を提出してください。 

 (６) 昨年実施した所要額調査において計画を提出している場合は、提出した計画の内

容から変更することとしても差し支えありません。 
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